
電波利用料による研究開発等の評価に関する会合（第６９回） 

議事要旨 
 
 
 

日時：平成２８年７月１２日（火）１３：３０～ 

場所：総務省11階 11階会議室 
 
 
 

議 事 次 第 
 
 
１ 開会 

 

２ 議事 

（１）周波数ひっ迫対策のための技術試験事務 平成２９年度事前評価 

（２）周波数ひっ迫対策のための国際標準化連絡調整事務 平成２９年度事前評価 

（３）その他 

 

３ 閉会 

 

 

 

 

【配付資料】 

 

 

資料69-1 周波数ひっ迫対策のための技術試験事務 平成２９年度事前評価資料 

資料69-2 周波数ひっ迫対策のための国際標準化連絡調整事務 平成２９年度事前評価資料 

 

参考資料69-1 周波数ひっ迫対策のための技術試験事務の事前評価について 

参考資料69-2 周波数ひっ迫対策のための国際標準化連絡調整事務の事前評価について 

参考資料69-3 周波数ひっ迫対策のための技術試験事務 平成２９年度専門評価結果 



１ 開会 

議事次第に基づき、事務局から配付資料の確認があった。 

 

２ 議事 

（１）周波数ひっ迫対策のための技術試験事務 平成２９年度事前評価 

事務局から、参考資料69-1「周波数ひっ迫対策のための技術試験事務の事前評価につ

いて」に基づき、評価の進め方について説明があった。 

各提案者から、資料69-1「周波数ひっ迫対策のための技術試験事務 平成２９年度事

前評価資料」に基づき、説明がなされた。主な質疑応答は以下のとおり。 

 

①2020年東京オリンピック・パラリンピック大会に伴う新規の無線局と既存無線局の周

波数共用に関する技術試験 

○ロンドンオリンピックではライセンスが拒否されたものがあるとのことだが、それは

周波数割当が合わなかったからか。 

→然り。 

○どのような無線機が持ち込まれるのかはどう把握するのか。 

→組織委員会を通じて把握する。持ち込まれた無線機が既存の無線局に影響を与えずに

使用できるか等の技術的な検討は、本調査検討の成果を踏まえて総務省が実施する。 

○実測調査などの測定エリアはどこを想定しているか。 

→基本的には競技場の周り。競技にはマラソン、ボートなどもあるので屋外でもやって

いく予定。  

 

②920MHz帯における新たな無線通信システムの高度化に関する技術試験 

○本920MHz帯は免許不要のバンドということで、いろいろな無線局の使用が想定され、

タクシー無線の補完のようなある程度の信頼性の確保が求められるようなシステムに

ついては、制度的に何らか保護するような手当が必要ではないか。 

→一定程度の規制が必要かどうかの点については、今後の利用モデルの検討を踏まえ、

ご指摘いただいた点も含めて検討していきたい。 

○このあたりの920MHz帯の電波は飛びやすく、それに伴い干渉もおきやすく、その結果

として伝送レートなどが落ちることが懸念され、このあたりの共存条件をうまくまと



めていってほしい。 

→了。 

 

 

③3.4～3.8GHz帯に係る周波数の有効利用のための技術的検討 

○周波数を分割（1年目：3.4～3.6GHz帯、2年目3.6～3.8GHz帯）して2カ年で技試を実

施する計画を立て、各年度2億円で積算しているが、2年目も同額必要なのか。1年目

と2年目の対象周波数帯が隣接していることから周波数特性はほとんど変わらず、新

規に検討が必要な事項は少ないのではないか。 

→3.4～3.6GHz帯について、割当てを実施する為に過去に同様の技試を実施したのでは

ないか。過去に実施した技試との相違ついてまとめてもらいたい。 

 

 

④超高精細度地上放送実現に向けた技術的条件の調査検討 

○地上４Ｋ・８Ｋを実施する際に現行と同じ送信電力で実現できるのか？ 

→本件ではOFDM方式を考えているが、伝送効率を上げるためにFFTサイズを拡大してサ

ブキャリアを数多くするとともに、多値変調を上げていくことを考えている。いずれ

も所要Ｃ／Ｎが大きくなる方向のため、誤り訂正や圧縮技術でどこまで所要Ｃ／Ｎを

下げられるかがポイントになる。このため、現在実施中の研究開発の中で検討を進め

ているところ。 

○本試験事務で使用する装置について、研究開発で開発した装置を活用するとのことだ

が、現時点で研究開発は終えているのか。多値変復調装置については？ 

→研究開発要素は「研究開発」でクリアーするので、本試験事務で整備する際には、

「製品製造」の段階となっている。多値変復調装置（そのもの）については、現時点

で研究開発はほぼ終えている。 

 

⑤FM同期放送の導入に関する技術的条件の調査検討 

○この周波数帯は１ｍ単位で等電界地域が発生するもの。遅延調整を行うことで等電界

地域を解消できないのか。ヌルが出るのでマルチパス等をデジタル処理すれば良いの

ではないか。 



→受信機はアナログ。FM同期放送は送信側の話で地デジのSFNのように受信機側でデジ

タル処理できるものはないため、デジタル送信機の変調度や位相を調整することで同

期放送を行うもの。 

○同期放送を行うことができるデジタル変調器は既に出来ているので本調査検討を行う

必要は無いのではないか。 

→ＦＭ局は広域や県域、コミュニティＦＭ等、放送局の規模が異なるものがある。放送

局の規模に合った同期の条件、どこまで追い込むのかという技術的条件を作るために

は本調査検討が必要。 

○社会インフラの高度化ということで内容は良いが、最終的に難聴がどれくらい削減で

きるのか具体的な目標があると分かり易い。 

→FM同期による周波数効率は理想的には２分の１にできると考えているが、難聴の対策

は置局により解消するものと考えられるのでこちらは補助金を活用した対策での目標

となる。 

 

⑥車の走行環境等に適応したアドホック無線通信ネットワーク技術の技術試験事務 

○車車間通信においては、これまでにIEEE 802.11p等の規格が策定されているが、今回

の技術試験事務では携帯電話との接続も考慮してWi-Fiを使うという理解で良いか。 

→然り。Wi-Fiモジュールへのハードウェアの変更を伴わず、ファームウェア等の変更

により実現する。 

○IEEE 802.11p等の従来の車車間通信の技術も参考にして欲しい。 

→本技術試験事務に応用可能な技術については、活用を検討させていただきたい。 

○前提条件を決めるに当たり、相当の見識のある者が必要。 

→「非常時のアドホック通信ネットワークの活用に関する研究会」の有識者の意見を伺

いながら、検討を進めてまいりたい。 

 

⑦無線設備の適合性評価における試験方法等に関する技術試験事務 

○本件は適合性評価に関する試験方法の整備を行うものか。 

→然り。 

○試験方法の整備はこれまでも行ってきたのではないか。 

→本件は、近年の無線設備・測定器等の状況等を踏まえて所要の見直しを行うもの。10



年前に定めた試験方法がそのまま用いられている事例もあり、早急な対応が必要と考

えている。 

○海外でも同様の状況にあるのか。 

→米国では必要に応じて見直しが行われていると承知している。 

 

⑧5Gシステム総合実証試験 

○28GHz帯について、「米国等」とは具体的にどこを指しているのか。 

→韓国、中国などが想定される。 

○ヨーロッパは60GHz帯に関心を示していると思うが、そこについてはどうか。 

→60GHz帯はWRC-19で検討される候補周波数帯に含まれている。2020年の５Ｇ実現につ

いては6GHz以下と28GHz帯の２つを中心に考えている。ただし、５Ｇはヘテロジニア

スネットワークになるため、60GHz帯を含む様々な周波数や無線アクセスシステムに

対応できるようにすることが必要と認識。 

○５Ｇの３つのキーテクノロジーについてはよく聞くところ。携帯キャリアからは「ま

ずは高速通信から」と話を聞く。本案件において、残りの２つの要件をどのように考

えているのか。 

→高速通信についての検討が先に進んでいるのは事実。本案件では、高速通信について

は商用化に近い実証を行い、残りの二つについては研究開発段階に近い実証という形

にするのも一案。低遅延については５Ｇの大きな特徴であり、実証の中でも取り組ん

でいきたい。 

 

⑨新たな周波数帯への移動通信システム導入に向けた周波数共用検討 

○24GHz以上の周波数について検討が必要であることは理解。しかしながら対象周波数

も多く、共用先システムも複数ある中、限られた期間でどのように実施するのか不明。

シミュレーションで行うのか、実機での検討を行うのか。 

→基本的にシミュレーションで検討し、必要なものについては実機で検討する。WRC-19

のスケジュールに合わせて検討することが必要。 

○自律的な周波数共用ということだが、調整主体がブラックボックスのままである。新

たな知見が適応されているのかどうか不明。どこに困難性があるのか。 

→既存技術の組合せで構成することを想定しており、研究開発の困難さは無いと考えて



いる。システムを作って利用できるようにすること自体が困難であると理解。本シス

テムは一例を示したものであり、全ての周波数に対応可能な汎用的な周波数共用の仕

組みになるとは思っていない。周波数帯ごとに既存無線システムに最適な方式を導入

していくことになる。 

 

（２）周波数ひっ迫対策のための国際標準化連絡調整事務 平成２９年度事前評価 

事務局から、参考資料69-2「周波数ひっ迫対策のための国際標準化連絡調整事務の事

前評価について」に基づき、評価の進め方について説明があった。 

各提案者から、資料69-2「周波数ひっ迫対策のための国際標準化連絡調整事務 平成

２９年度事前評価資料」に基づき、説明がなされた。 

 

①海上無線通信の高度化に関する国際機関等との連絡調整事務 

○衛星VDEと地上業務との干渉の可能性があるとのことだが、どのような内容か 

→フランスが160.975-161.475MHz帯をVDEダウンリンクの候補帯域として提案しており、

当該帯域は我が国においては公共用途で利用しているため、共用できるように注意し

ていく予定。 

○海上無線機器は古い技術を利用している。MF/HF帯も引き続き検討されているという

ことと理解した。日本近海でも多く利用されており、ぜひ積極的に検討してほしい。

米国では短波の中継局を設置しどこでも通信できるようにしていると聞いている。デ

ジタル化と共に電離層に頼らない通信もできるとよい。 

→承知した。 

 

（３）その他 

事務局から、今後のスケジュールについて説明があった。 

 

 

【総括】 

各事前評価資料に対する質疑応答の後、評価員から事務局へ評価調書が提出された。 

 

以上



別紙 

 

電波利用料による研究開発等の評価に関する会合（第６９回） 

構成員出欠一覧 

 

 

 氏名 所属 
出

欠 

座長 三木 哲也 電気通信大学 特任教授 ○ 

座長代理 荒木 純道 東京工業大学大学院 名誉教授 ○ 

構成員 岩波 保則 名古屋工業大学大学院 教授 ○ 

〃 黒田 道子 東京工科大学 名誉教授 × 

〃 橋本 修 青山学院大学 教授 ○ 

〃 秦  正治 岡山大学 名誉教授 ○ 

〃 本城 和彦 電気通信大学 教授 ○ 

〃 益 一哉 東京工業大学 教授 ○ 

〃 守倉 正博 京都大学大学院 教授 × 
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